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(住宅)太陽光 470 202 43% 
(非住宅)太陽光 90 483 537% 
風力 260 7 3% 
中小水力 960 1 0% 
バイオ 230 12 5% 
地熱 50 。 0% 















































































































































































































一.__・ー -.ー -ー その他.
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環境省資料より筆者作成。
エネノレギー転換部門すなわち発電部門につい
て、電源別発電電力構成比の図と併せて見ると、
発電量全体は減っているにも関わらず、 C02排
問量は増えていることが分かります。同時に火
公共雪崩
力発電の害1)合が急増していることも読み取れ、
C02排出量増加の原因だと推測されます。日本
は点都議定書の温室効果ガス削減目標は達成す
ることができましたが、現在の状況が続けば更
なる削減に支障をきたす可能性があります。
温暖化対策の一環としても再エネの推進は意
味を持ちますが、再エネの発電規模や導入速度
を考えると、火力発電に電源の大半を頼る時期
はまだまだ続くと思われます。C02排出の一点
だけを考慮すれば、原子力発電の割合を増やす
ことが手早い解決策となりますが、広い意味で
の安全性 ・地域との関係 ・経済効率性といった
多岐に渡るファクターを比較衡量し、政策を組
み合わせることが必要ですc まさに公共政策的
な力が求められているのです。
まとめ
最後に、筆者個人の体験を記したいと思いま
す。私は就職活動などを通じて、ネクストエナ
ジーの有木さんはじめ、再エネに取り組む
NPO・自治体 ・企業 ・学生といったの実践者の
経験を伺う機会がありました。FITが整備され
る随分前から、どの方も不確実な状況下で思い
切って決断し、大きなリスクを覚悟して再エネ
の普及に取り組まれていることを知りました。
「公共政策の担い手Jについて考えるとき、
再エネの分野はとても示唆的だと感じます。
FITの制度があったとしても、それに全力で取
り組む人がいなければ、再エネを拡大していく
ことはできません。従来のエネノレギ一政策は少
数の意思決定者が資源を集中して推進すること
ができたかもしれませんが、再エネは地域に密
着した分散型のエネノレギーで、す。その分手間も
かかり一挙に規模を拡大することはできません
が、わたしたち一人一人が取り組むことができ
る身近なものです。再エネを通じて、公共政策
の担い手が広がり 、新たな可能性を拓いてし、け
るのではと感じています。 (X責森俊貴)
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